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はじめに 

 

背 景 

 

 この報告書は、イングランド高等教育ファンディング・カウンシル（Higher Education 

Funding Council England (HEFCE)）及び経済協力開発機構（OECD）の高等教育機関マネ

ジメント・プログラム（Program on Institutional Management in Higher Education (IMHE)）

による国際比較研究に寄稿されたものである。 

 

 HEFCE 及び IMHE によるこのプロジェクトは、諸国の高等教育の政策とマネジメントに

貢献するものである。この貢献は、相互に他国の経験に学ぶことと、高等教育機関の財政

的なガバナンス及びマネジメントの有効性を確保することによって行われる。 

 

 この報告書は、オランダにおける職業大学と研究大学の位置付けを描写する。この報告

書の強調点は、高等教育、より具体的には職業大学に置かれる。 

 

報告書の構成 

 

 この報告書は、プロジェクト・オーガナイザーのテンプレートに従って構成されている。 

 

１）制度的位置付け：職業大学及び研究大学の法的地位、並びに政府と大学の関係を描写

する。 

 

２）現在の政策の文脈：職業大学及び研究大学の現在及び将来の位置付けを示す。 

 

３）政策手段の描写：内的・外的コントロールのアプローチと手段を概観する。 

 

４）財政的存続可能性の確保の分析：政策手段の有効性の評価 

 

５）強みと弱み及び機会と脅威の分析 

 

 ３つの付録が付けられている。付録 A は、オランダの高等教育の資金供給に関するより

詳細な情報を提供する。付録 B は、文脈・背景情報を含む。付録 C は、高等教育における

大学の財政的存続可能性に関連する中心課題に関する情報を提供する。 
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要 旨 

 

制度的位置付け 

 

 オランダの高等教育の制度的位置付けは、高等教育・研究法において定められている。

職業大学は、この法律に規定された枠組み内で、自ら経営責任を有する。文化・科学・教

育大臣（教育大臣）が高等教育を所管しており、高等教育は職業大学（HBO）及び研究大

学（WO）から成る。農業大臣が農業関係の高等教育を所管する。 

 

国による資金供給 

 

 職業大学は、一括交付予算及び使途特定予算から成る国庫資金を受け取る。一括交付予

算は、職業大学の間で、それぞれの市場シェアに応じて分配される。国庫資金のほか、職

業大学は、授業料、契約事業（研究及び第三者のための業務）、その他の収入によって、財

源が確保される。1994年、職業大学は、財産の完全な所有権と責任を得た。 

 

 国庫資金供給システムは、必ずしも単純ではないことが、日常的な実践によって示され

る。人文科学においてアクティブな職業大学の中には、国庫資金供給に関する不明瞭な政

府の政策に直面し、自らの財政状況を管理することが困難になっているものもある。さら

に、少数の職業大学は、最近、不正について告発された。これらの職業大学は、適切に学

籍登録されていない学生分の国庫資金を受け取ったのである。このことは、国庫資金配分

ルールの解釈がかなり複雑であることを示している。 

 

現在の政策 

 

 ４年ごとに、教育大臣は、HOOP と呼ばれる政策文書（白書）を公刊する。高等教育は、

現在、以下の主要問題に直面している。 

① 高度の教育を受けた職員の不足、並びに再訓練及び特別訓練の需要の増加 

② 教育・研究における国際展開の重要性の増大 

③ 教育及び一般社会における情報通信技術の重要性の増大 

 

 継続的な国際化は、国際的に比較可能な水準での教育を必要とする。これを達成するた

め、学士・修士構造が職業大学（HBO）及び研究大学（WO）の両方に導入される予定で

ある。この新しい構造は、欧州アクレディテーション・システムを含め、教育の単一欧州

市場の創出を助けることになる。 
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 新政府（2002年夏）の歳出計画は、（高等専門職）教育向け予算の相当な削減を示してい

る。国庫資金供給は、今よりも更に、学生数や卒業者数という測定可能な成果に拠るとこ

ろが大きくなる。予算削減の押し付けとは別に、財務大臣は、国庫資金によって支えられ

た大学の現金の取扱いを管理する法案を提出した。 

 

内的・外的コントロール 

 

 市場セクターにおける会社向けの政府の諸規制が、ますます職業大学及び研究大学に適

用されるようになっている。このアナロジーは、高等教育で作動しているコントロール・

システムにおいて目に見えるようになっている。監督委員会及び代議制諮問機関が内的コ

ントロールを行う。外的コントロールは、各担当大臣、アクレディテーション・パネル及

び職業大学財務保安財団（Stichting Vangnet HBO）のような信託によって行われる。 

 

 この報告書においては、職業大学財務保安財団（Stichting Vangnet HBO）の活動に特別

な注意が払われる。この信託は、職業大学の財政の位置及び継続性を早期警告システム

（Early Warning System (EWS)）によって監視する。毎年度、職業大学は、財務情報を提供

するよう義務付けられており、提供された財務情報は、EWS に登録される。（支払い能力、

収益性及び流動性を指し示す）明定された財務指標並びに年次報告書から抽出された戦略

的情報に基づき、職業大学財務保安財団（Stichting Vangnet HBO）は、職業大学を「懸念

される状況」「警戒警報」又は「高度の警戒警報」と評定する。必要とあれば、職業大学財

務保安財団（Stichting Vangnet HBO）は、職業大学が自身の財政の位置を改善する手助け

を行う。公式に財政支援を求めたり破産した職業大学は一つもないので、この監視システ

ムは、成功していると考えられる。 

 

 さらに、職業大学財務保安財団（Stichting Vangnet HBO）は、職業大学と教育大臣の間

に距離を創り出している。過去においては、（財政）問題を抱えた大学は、追加的な財政支

援を要請した。これは、当該大学のためであったが、職業大学セクター全体を損なった（セ

クター全体のために利用可能な予算の負担で一大学を助けることができた）。 

 

強みと弱み及び機会と脅威 

 

 オランダの高等教育セクターを分析すると、以下の結論が得られる。 

 

 一方では、職業大学の相対的独立は、その強みを形成する。増大する自律性は、内的及

び外的コントロール・メカニズムの数の増加という結果になったが、職業大学は行動する

自由（及び責任）を得た。しかし、他方、職業大学は、依然として国庫資金に依存してい
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る。高等専門職教育市場は、法によって規制されているので、職業大学は、提供するプロ

グラムに関して競争することはできるが、価格競争は行えない。（授業料による）価格競争

又は価格分化は、興味深い次元を追加する。というのは、それは、特定のターゲット集団

に焦点化する機会を創出するからである。 

 

 学士・修士構造の導入もまた、高等教育をめぐる大学間競争を増大させる。これまでの

ところは、高等教育市場における競争は、オランダの市場のみをめぐって起こってきた。

さらに、学士・修士構造は、（新しい）監督機関に対するアカウンタビリティーに影響する。

このシステムは、現在も、開発中である。 

 

将来のリスクは、特に財政分野で予測されている。国庫資金は、減少し、学生数及び卒

業者数に関する成果に拠るところがより大きくなる。大学は、追加的な財源を得るための

他の方法を積極的に探すべきである。教員・研究者の不足は、この目標の達成にとって深

刻な障害になるものと予測されている。 
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第１章 制度的位置付け 

 

 本章は、オランダの職業大学及び研究大学の制度的位置付けに関する叙述を提供する。 

 

 以下の主題が叙述される。 

① 大学の法的地位 

② 政府と大学の公式の関係 

③ 大学の資金供給 

④ 大学におけるガバナンス及びマネジメントの仕組み並びに責任 

⑤ 高等教育における財産所有及び教職員の雇用 

 

第１節 法的地位 

 1993年以来、オランダの高等教育の制度的位置付けは、高等教育・研究法（Wet op hoger 

onderwijs en wetenschappelijk onderzoek (WHW)）という一つの法律において規定されてい

る。同法は、大学に対して、その枠内で運営すべき法的枠組みを提供している。教育・文

化大臣が高等教育システム（資金供給、質、法律等）全体を所管する。ただし、農業分野

は除く。農業分野は、農業大臣の所管である。これらの大臣は、個々の大学やそれらの個々

具体の経営問題については責任を有しない。しかしながら、これらの大臣は、大学が提供

する教育プログラムの承認を行わなければならない。大学は、入学許可、内部組織、教育

の質、提供される教育プログラムの内容に責任を有する。大学経営陣は、学生数の変動、

経営上の問題、財源調達の問題、期間の存続に関わる問題など、いくつかの問題に直面す

る可能性がある。政府の注意は、主としてシステム全体の手続きや過程のコントロールに

向けられる。中心的要素は、国庫資金の効率的使用、高等教育へのアクセスの容易さ、提

供される教育と労働市場の需要との調節である。 

 

 大学自身が提供する教育の質に責任を負うが、教育の質は、アクレディテーション・パ

ネルによっても、定期的に評価される。政府は、アクレディテーション・パネルに対し、

すべてのオランダの職業大学の質の達成度を監視する権能を与えている。 

 

 オランダの高等教育システムは、専門職教育を提供する職業大学（Hoger Beroeps 

Onderwijs (HBO)）、並びに、学術的教育及び科学研究に集中する研究大学（Wetenschappelijk 

onderwijs (WO)）から成る二元制システムである。47の職業大学と14の研究大学がある。 

 

 職業大学は、すべて法によって法人化されているか、さもなくば民間機関である。研究

大学のほとんどは、公的機関であるが、状況は近い将来に変わるかもしれない。学生数は、

増加しつつあり、今後数年は増加を続けると予測されている。学生年齢人口は減少してい
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るので、相対的により多くの人々が大学で教育を受けていることになる。 

 

図1 職業大学（HBO）及び研究大学（WO）に在籍する学生数の推移 

 

 

第２節 政府と大学の公式の関係 

 オランダ政府と高等教育の関係は、WHW（高等教育・研究法）という法によって規定さ

れている。教育大臣は、４年に１回作成される一般政策文書に基づく枠組みを明らかにす

る。この一般政策文書は、高等教育政策文書と呼ばれ、「HOOP」と略称される中期計画で

ある。HOOP は、直接・間接に教育分野に関与するすべての関係者について記述されてい

る。この枠組みの範囲内で、職業大学の監督委員会は、当該大学自身の政策を設定する。

HOOP については、次章「現在の政策の文脈」においてより詳細に叙述される。 

 

第３節 資金供給 

 大学への資金供給のための法的根拠は、高等教育・研究法（WHW）に規定されている。

資金供給は、WHW 資金供給令及び高等専門職教育資金供給規則によって施行されている。

わずかな数の職業大学又は教育プログラムは、政府による資金供給を受けていない。 

 

 1994年以来、職業大学は、（物価・賃金指数によって補正された）一括交付予算を教育省

から受け取っている。この資金供給は、同省の部門別予算に基づいており、過去２年間の

学生数に基づく各大学の市場シェアの算定式によって配分される。それは、１大学当り定

額の交付金及び在籍学生数と授業料によって変わる交付金の２つの構成要素から成る。 
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 この配分システムは、限られた数のいわゆる資金供給プロフィールを区別する。技術、

医療、経済、行動・社会、言語・文化といった教育プログラム（のグループ）を表すよう、

３つのプロフィールが定められている。同じグループに属する教育プログラムは、同様の

量に基づく国庫資金を受け取る。限られた数のプロフィールのみ決めることにより、教育

大臣は、各大学が国庫資金を学内配分する際の一定の自由度を与えている。それは、同時

に、学内補助をも含意する。なぜならば、プロフィールは、最適化されていないからであ

る。状況によっては、これは、「単一プロフィール」の大学に財政問題を引き起こす可能性

がある。 

 

 上述した予算に加え、大学は、イノベーション、国際化、質の改善、情報通信技術の分

野のプロジェクト向けの追加補助を交付される。既に何年もの間、これらの追加的補助金

のための予算は、（職業大学向け）国庫資金全体の約４％で安定している。追加的な使途の

特定された補助金を交付する政府の政策は、大学が特定分野に投資するよう奨励するよう

意図されている。一見したところ、通常の国庫資金システムだけでは、そのような投資の

余地はなさそうである。大学は、国庫資金を教育、研究、施設、インフラストラクチャー

及び教職員に配分する責任を負っている。 

 

 職業大学と研究大学の政府資金の水準は、多かれ少なかれ、イコール・フッティングに

ある。職業大学にとっては、国庫資金は、主として教育のアウトプット（在籍学生数及び

修了率）に関係している。政府の補助金は、失業手当補償及び施設費を含む。加えて、す

べての大学は、全予算の約２％を基礎研究補助金として受け取る。研究大学は、研究プロ

グラムのために別途の資金を交付される。研究活動を刺激するために利用可能な教育省の

予算は、いわゆる深さと幅広さの戦略に基づき、大学の数々の研究計画に配分される。し

かしながら、その焦点は、特に職業大学向けについては、革新的な研究への関心へと移り

つつある。研究大学の予算の36％は教育、64％は研究活動に基づいていると推計される。

研究大学は、付属病院がある場合は、その資金も受け取る。 

 

高等教育の資金の一部は、収益（契約）事業によって賄われている。職業大学の収入全

体の約6.5％を収益（契約）事業が占める。研究大学の場合、この補足的な収入源は、過去

20年間に急速に増大してきた。収益（契約）事業は、研究大学の教育・研究のための収入

の約25％を占める（これにその他の収入５％が加わる）。 

 

 研究活動のための国庫資金は、減少している。研究大学は、研究を行い得るためには、

ますます、企業、政府機関、欧州連合のプログラム及び「寄付箱」資金に頼るようになっ

ている。寄付箱資金は、命に関わる病気に関する研究を奨励するため、市民からお金を集

めるものである。国庫資金が研究に占める割合が減少しているので、このことは、基礎研
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究にとって隘路をもたらす結果となっている。 

 

表1 高等教育の資金供給 

 

 ある研究によると、職業大学の学生の28％がその課程の一部を海外で履修していること

が示されている。特に、農業、芸術及び経済学の学生に多い。この流動性の重要な一部は、

Nuffic のような組織によって提供された資金によって賄われている。2001年、オランダ政

府は、（中国、インドネシア、台湾及び南アフリカのような）欧州連合の外の国々において

オランダの高等教育を宣伝するため、デルタ・プログラムを開始した。2001年には、21の

職業大学がこのプログラムに参加し、参加料の50％がこうした資金によって賄われた。 

 

 オランダの職業大学は、開発協力の分野で、研究大学に比べ、大きく出遅れている。開

発協力のための新プログラムにおいては、職業大学のために留保された資金はない。資金

は、大学間の「オープンな競争」によって得られるべきものである。 

 

 職業大学及び研究大学の資金供給については、付録 A において詳細に論じられている。

学生に対する財政支援及び学生によって支払われる授業料は、次の２つの章において論じ

られる。 

 

学生支援 

 1986年、学生支援法の成立とともに、学生に対する直接的財政支援の新システムが導入

された。その後、このシステムは、多くの改革を経たが、今なお、次の３つの規定に基づ

いている。 

 

・ 国庫資金で支えられた指定大学におけるすべての正規のフルタイム学生は、高等

教育の標準修学期間（４年又は５年）の間、基礎的奨学金を受給する。1996/97年

度からは、この基礎的奨学金は、「成績に基づく奨学金」へと転換されている。最
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初、学生は、ローン（貸与奨学金）として受給する。もしも学生の成績が良けれ

ば、ローンが給与奨学金になる。 

・ 親の所得が一定水準以下であれば（生計調査に基づき）、学生は、補足的な奨学

金に応募することができる。この奨学金は、標準修学期間（４年又は５年）の間

のみ受給することができる。補足的な奨学金もまた、基礎的奨学金と同じ成績要

件に従う。 

・ 最後に、学生は、任意で有利子学生ローンを借りることができる。 

 

 学生支援システムは、無料公共交通の年次定期券といった二次的な特典をも含む。 

 

授業料 

 正規のフルタイム学生の授業料は、教育大臣によって中央で決定されており、職業大学

及び研究大学のすべての課程において一律同額である。 

 

表２ 授業料の経年推移 

 

 

 表２は、近年、授業料が増額してきたことを示している。表中、下の２列は、授業料率、

すなわち、高等教育プログラムの直接経費に対する授業料の比率を表している。研究大学

については、授業料による大学財政への私的貢献は、約19％でかなり安定しているが、職

業大学については増加している。 

 

 1996年９月以来、サンドイッチ課程及びパートタイム課程については、各大学自身が授

業料を決定できるようになっている。この授業料分化の余地を利用している大学もある。

しかしながら、職業大学が政府によって設定された最低額を超える授業料を設定する可能

性を利用することはほとんどない。 

 

 学生は、教育に関する他のいかなる料金をも支払う必要はない。手数料や受験料はまれ
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である。研究大学又は職業大学に入学した場合、大学の施設を使用できる。しかし、学生

は、本代や生活費は自分で支払わなければならない。 

 

第４節 ガバナンスとマネジメントの仕組み 

 一元的ガバナンス構造の存在するアングロサクソン諸国と異なり、オランダでは、二元

的システムが存在する。ほとんどのアングロサクソン諸国では、一元的構造が一般的であ

る。一元的構造においては、監督機能と執行（経営）機能は、単一の役員会の内部で分担

される。欧州大陸において見られる二元的構造は、法人レベルにおいて、執行機能と監督

機能が区別されることを意味する。その上、外的機関が外的コントロールに責任を担わさ

れる（図２参照）。 

 

図２ 一元的及び二元的役員会 

 

 

 これは、一方は執行役員によって構成される執行役員会、他方は非執行役員によって構

成される監督委員会であることを意味する。監督委員会は、執行役員会を任命する。 

 

 非執行役員の任命は、高等教育の形態によって異なる。研究大学の役員は、教育大臣が

任命する。職業大学の非執行役員は、現会員による新会員選出システムによって任命され

る。この新会員選出システムは、オランダの大企業のそれと似ている。オランダ法による

と、（執行及び非執行）役員は皆、当該組織の継続に完全な責任を負う。 

 

 大学は、次のように、実質的な自律性を有する。 

 

・ 資産は、大学によって所有される。 
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・ 大学が投資するかどうかは、大学経営陣が決定する。 

・ 経営陣が長期的決定を含む財政コントロール全体に責任を負う。 

・ 教職員は、大学によって雇用される。 

・ 雇用条件は、大学によって交渉される。 

・ 退職に当たっての権利及び失業補償のための支払いは、大学が行う。 

 

 すべての職業大学は、４年間の収支計算書及び貸借対照表の情報予測を含む計画・コン

トロール・システムを実施している。職業大学は、自身の長期的な財政状況を職業大学財

務保安財団（Stichting Vangnet HBO）という監視機関に提出することに、共同で合意した。

この計画・コントロール・システムは、「最先端のシステム」へと発展した。我々は、研究

大学の中央集権的な考え方を持っておらず、それゆえ、研究大学の計画・コントロール・

システムについて判断することができない。 

 

第５節 財産所有及び教職員の雇用 

 1994年、職業大学は、借入金によってその不動産を政府から購入しなければならなかっ

た（第３章「政策手段の描写」参照）。それ以来、これらの大学は、経常費補助金（すなわ

ち学生当り）に加え、投資的経費の埋合せを交付されている。研究大学は、政府から無料

で不動産を承継した。したがって、これらの大学は、投資的経費の埋合せを交付されない。

これらの大学は、（相対的に）より良い貸借対照表（より多い資産とより少ない負債）を有

している。 

 

 職業大学及び研究大学は、共同の雇用条件のための団体交渉を行う。しかし、共同の雇

用条件は、教職員雇用に関する唯一の事項ではない。次の事項にも注意が払われる。 

 

・ 雇用条件のメニュー：個別の雇用条件は、可能である。職業大学は、雇用条件の

分化のための余地を今より多く有するようになる。これは、個別の大学が異なる

条件をめぐって交渉するより多くの自由度を持つようになり、その実施と評価に

説明責任を有することを意味する。 

・ 高等教育セクター内での雇用の流動性と雇用適性を高めること。このイニシアチ

ブは、失業手当の受給権を持った被用者の減少という結果をもたらした。 

 

 大学は、被用者の失業手当の一部を支払う。また、大学は、現在の被用者の公的年金基

金への年金受給権に責任を負う。 
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表３ 大学の被用者数並びにその内訳としての教員数及びその他の職員数 

 

 

 職業大学の被用者数（フルタイム換算）は、1990年代の初めに減少した。しかし、過去

数年間、その数は、再び増加してきている。増加は、教員とその他の職員の両方で見られ

る。被用者一人当り学生数は、増加してきている。これは、学生数の増加が被用者の増加

を相対的に凌駕していることを意味する。被用者の平均年齢は、上昇しており、同時に、

人件費も上昇している。失業手当の（部分的）受給権を持った被用者の数もまた、2001年

には減少した。 

 

 研究大学における傾向は、職業大学のそれと同等である。ここでもまた、被用者数は、

1990年代末頃から増加してきている。しかし、「見習い研究者」の数は、依然として減少し

ている。見習い研究者は、主として博士号を目指して研究中であるが、何らかの教育業務

にも携わる。研究大学の被用者の年齢の上昇のため、人件費も上昇してきている。また、

研究大学は、柔軟な雇用条件を提供したり、見習い研究者を惹き付けるためにキャリアの

見通しにより多くの注意を払ったり、収入の開拓により多くの注意を払ったりすることに

よって、雇用主としての役割を変えようとしている。 

 

 研究大学における失業手当の受給権を持った被用者の数の推移は、職業大学の場合と同

様、積極的なものである。これを説明する二三の数字は、次の通りである。 

 

・ 失業者数の減少20％（教育・研究セクター平均と等しい） 

・ 失業手当支払額の減少17％（教育・研究セクター平均13％減少を上回る減少幅） 

 

 本章においては、オランダの大学の制度的位置付けが叙述されている。次章は、現在の

政策の文脈の中で最も重要な展開について論じる。 
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第２章 現在の政策の文脈 

 

 本章においては、オランダの高等教育に関する現在の政策の文脈に注意が払われる。次

の話題が論じられる。 

 

・ 国家・地域経済における高等教育の位置付け 

・ 経済・社会開発における現在及び将来の役割 

・ 財政的・政治的な中心課題及び政策上のジレンマ並びにそれらへの取り組み方 

 

第１節 国家・地域経済における高等教育の位置付け 

 職業大学は、中小企業や地域計画のためのネットワークのような地域組織と強いつなが

りを持つ。これは、教育の場合だけでなく、研究活動の場合にも当てはまる。 

 

・ 監督委員会には、しばしば、（地域）労働市場の代表者がメンバーとして入って

いる。 

・ 多くの教育プログラムが関連労働分野の代表者から成る委員会によって評価さ

れる。 

・ 労働市場に関する幅広い経験を有する人々が教育の質を評価する視察委員会の

メンバーとして加わっている。 

 

 さらに、職業大学と労働市場の関係は、「職業大学モニター」のような手段により、毎年、

モニターされている。このモニターは、オランダの職業大学の卒業生に対する労働市場の

機会を表す。 

 

 イノベーションの可能性は、大学の財政状態次第である。職業大学のほとんどは、本当

のイノベーティブな活動に従事するには困難がある。予算は厳しく、研究のための余地は

あまりない。したがって、それらの活動の資金供給は、しばしば研究分野に投資する用意

のある会社と関連している。 

 

 職業大学は、継続的な環境変化に直面している。職業大学は、新しいコースを提供する

ことにより、学生の希望に応じ、変化する労働市場の要請に応えるよう期待されている。

過去何年かの間に、政府の政策は、職業大学により多くの戦略の余地を与えるために、か

なり進展した。職業大学は、職業大学協会（HBO-Raad）という中央組織を通じて、新コー

スの計画に関し互いに情報提供し合う。したがって、職業大学に新しい教育プログラムを

開始するより多くの自由を与える傾向がある。新プログラムを開始するためには、職業大

学は、初めに仮アクレディテーションを得る必要がある。ひとたびそれが得られたなら、
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職業大学は、教育・科学大臣へ認可申請を提出する。同じ地域の他のプログラムとの間に

あまり重複がなければ、通常、職業大学は、認可を得る。 

 

 新プログラム開始に関するこの自由化の結果、過去数年間に、何百もの新プログラムが

開始された。最後のラウンドで、教育大臣は、専門職教育セクターに対し、新プログラム

の申請を停止するよう要請した。それにもかかわらず、2001年には、108の申請が行われ、

96の新プログラムが認可された。また、38の新キャンパス事業が発表され、そのうちの35事

業が承認された。より自由主義的なアプローチは、あまり拡大しない市場の中で（あまり

増えない予算とも相俟って）より多くの競争に至っている。個々の大学にとっては、市場

シェアを維持するために新プログラムを開始することは興味深い。しかし、職業大学セク

ター全体にとっては、それは利ざやが薄くなることを意味する。職業大学自身及び教育大

臣は、「市場」があまりにも分割されすぎていると結論付けた。現在、職業大学セクター全

体は、この発展を抑制する手段を検討している。 

 

 適切な中等学校修了資格を有する学生は、法により、選択する大学へ入学する資格を与

えられている。例外的な状況においてのみ、大学は、入学者数を制限することができる。

その場合、入学者決定のための抽選が行われる。しかし、最近では、入学者数が制限され

ている状況での選抜においては、大学に発言権が多少与えられる。 

 

 教育に関する中期計画である HOOP（白書）については、前章において既に言及した。

本章は、最新の HOOP の内容に注意を払う。HOOP 2000は、2000年から2004年までの期間

をカバーする。この政策文書は、予想される展開の記述から成り、その予想を取り扱う枠

組みを与える。 

 

 HOOP 2000は、高等教育において予想される次のような主要な問題を論じている。 

a. 高等教育を受けた人員の不足並びに再訓練及び臨時訓練に対する需要の増大 

b. 教育・研究の国際展開の重要性の増大 

c. 教育及び社会一般における情報通信技術の重要性の増大1 

d. 地域の知識センターとして機能する大学 

 

 教育大臣は、職業大学がこれらの展開に適切に対応するためには、より多くの自己規制

を必要とすると規定した。例えば、大学が地域的機能を果たすよう奨励するため、教育大

                                

1  情報通信技術の可能性の応用に関する最後の側面は、情報通信技術システム（例えば

マルチ・チャネル）への必要な投資のみならず、教育システムの構造に対しても、巨

大なインパクトを有するであろう。デジタル・ユニバーシティーやデジタル学習環境

（ｅラーニング）のことを想起されたい。 
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臣は、大学のカリキュラムの30％を大学自身が決定してよいと定めた。カリキュラムの残

りは、すべての関係大学による共同合意において決定される。職業大学によるより多くの

自己規制は、外的コントロールの増大という結果に帰着する。この結果は、「第３章 政策

手段の描写」において論じられる。 

 

第２節 経済・社会開発における現在及び将来の役割 

 オランダは、一方では、経済の国際化の進行に直面し、他方では、高等教育を受けた人

員の不足と知識基盤経済に直面している。 

 

 経済の国際化は、教育が国際的に同等な水準にあることを要請する。それゆえ、欧州の

教育システムは、より首尾一貫したものとなることが必要である。究極的目標は、欧州ア

クレディテーション・システムに到達することであり、そのシステムにおいては、各国は、

互いの質保証システムを認定し合う。そのようなシステムは、学生がオランダの教育プロ

グラムの質を外国のプログラムの質とより効果的に比較することを可能にする。加えて、

オランダの高等教育は、国際的に認定され得る地位を得ることになる。より国際的な教育

システムとするための取決めは、ボローニャ条約においてなされており、学士・修士構造

に帰結するよう定められている。この話題は、「学士・修士構造」において論じられる。 

 

 職業大学協会（HBO-Raad）及び研究大学協会（VSNU）によって実施された最近の調査

は、雇用主の５つに１つが高等教育を受けた被用者の欠乏により深刻な問題を経験してい

ると結論付けている。労働力においては、ビジネスのポリシー及びマネジメントに関する

しっかりした知識の欠如及び技術革新能力の喪失が見られ、高等教育においては、人件費

の増大が見られる。最大の不足は、医療、政府、ビジネス・サービス及び工業（建設業）

において目に付く。現在の時間枠においては、知識が一層重要になりつつある。 

 

 次のような他のイニシアチブも必要となる。 

 

・ 外国からの留学の奨励 

・ 成人学生の入学のための財政環境を改善すること 

 

 高等教育を受けた人々の不足という将来の問題を解決するため、教育大臣は、サンドイッ

チ教育を提供することにより、高等教育をより魅力的にするよう努めている。これらの教

育プログラムは、「サンドイッチ・プログラム」において論じられる。 

 

学士・修士構造 

 学士・修士の統一構造は、ある種の品質マークを導入する。それは、教育プログラムの
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内容、教育の過程、必要な収入及び費用（又は投資）の表示を伴う。アクレディテーショ

ン機関が既に創設されている。教育大臣がそのメンバーを任命する。この機関は、新規及

び既存の教育プログラムの評価に責任を負う。この評価は、学位授与を行い、政府の財政

支援を受け、学生に対する政府の学費支援の資格要件を満たそうとするすべての機関に

とって義務的なものである。大学は、６年ごとに品質マークの更新に応募しなければなら

ない。学士・修士プログラムは、アクレディテーション機関による承認後、政府認定高等

教育プログラム登録（CROHO）に登録される。 

 

 アクレディテーション制度は、2002年に開始される。最初のアクレディテーション手続

きは、2004年12月31日までに行われなければならない。2006年12月31日には、すべての現

行高等教育プログラムがアクレディテーションされなければならない。 

 

 ちょうど現在、すべての高等教育プログラムは、新しい学士・修士構造に適合させられ

つつあるところである。職業大学は、主として職業的性質の学士プログラムを提供するこ

とになる。研究大学は、主として一般的な学士の学位を提供することになり、これは引き

続く修士プログラムの基礎となるものである。現在のところ、ときには海外の大学と協力

しながら、修士プログラムをも提供している職業大学もある。しかし、職業大学における

修士プログラムの数は、かなり限られたものとなっている。職業大学出身で修士プログラ

ムの履修を希望する学生の大半は、研究大学において修士プログラムを履修している。 

 

サンドイッチ・プログラム 

 サンドイッチ・プログラムは、1991/92年度以来、提供されてきている。サンドイッチ・

プログラムの場合、学生は、学生・雇用者・大学間で結ばれる雇用付き教育契約に基づき、

当該学生のコースにとって適切な職で働く。たいていの職業大学は、長い間、サンドイッ

チ・プログラムに取り組んできている。 

 

 このほか、教育と企業の関係を強化するため最近導入されたものとして、職業大学の（助）

教授の導入がある。（助）教授は、教育及び研究・開発のイノベーション並びに専門領域内

の会社とのコンタクトに責任を持つ。2001年、職業大学協会（HBO-Raad）によって専門

知識開発協議会（Stichting Kennisontwikkeling HBO (SKO)）が設立された。同協議会は、

職業大学の基礎研究補助金を配分する。 

 

第３節 財政的・政治的な中心課題と政策的ジレンマ 

 本節は、オランダにおける政治的課題を描写する。最初に、職業大学の財政の置かれて

いる立場が検討される。次に、以下のような最近の展開が議論される。 
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・ 新しい資金配分システム 

・ 政府による出納 

・ 広く高等教育における不正行為の嫌疑 

 

本節は、新教育大臣（2002年夏に就任）にとってのチャレンジで終わる。 

 

高等教育財政の展開 

 1980年以来、オランダ政府の政策は、政府支出の削減の実現に向けられてきた。削減に

直面した分野の一つは高等教育である。 

 

 図３は、教育費、社会保障費及び医療費の経年推移を GNP の経年推移との比較で示した

ものである。教育予算が GNP に後れを取っていることは明らかである。医療に費やされる

GNP の割合が増大していることを見て取れる。しかし、この趨勢は、意識的な政治的選択

であり、望ましい変化として受け止められている。 

 

図３ 教育、社会保障及び医療に対する政府支出と GNP の経年推移 

 

 

新しい資金配分システム 

 現行の資金配分システムは、複雑すぎて、高等教育における現在のトレンドに合わない。

2000年、職業大学協会（HBO-Raad）と教育・文化・科学省は、職業大学に対する資金配

分システムを劇的に変える計画を作成した。資金供給は、現在見られる履修パターンの多

様性により良く適合すべきである。現在のところ、資金配分システムは、４年間で課程を

修了するフルタイム学生を前提としている。しかし、実際には、履修パターンの多様性は、

かなり増大している。このことが、資金配分のために使われているパラメーターとの軋轢
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を引き起こす。もっと柔軟性が必要である。 

 

 いくつかの資金配分モデルが作成されたが、未だ合意には至っていない。この課題に関

する進展は、学生の学籍登録に関する不正行為の非難に影響されてきた。しかし、新教育

大臣は、新しいシステムを2005年から実施する意向を示している。新システムは、職業大

学と研究大学に対して同時に適用され、同様のパラメーターに基づく。資金配分のための

パラメーターの一つとして、修了率が含まれるべきか否かという問題について、かなりの

論議が予想されるかもしれない。 

 

 現在、バウチャーの試行事業がある。バウチャー・システムにおいては、学生は、試験

合格に対してではなく受けた授業に対して学費を支払う。バウチャーは、大学間の学生の

可動性を増大させる。また、予算や組織管理システムの複雑性をも増大させる。 

 

 研究大学にとっては、学士・修士構造の導入が資金配分システムに影響する。 

 

政府による出納 

 財務大臣は、公共的責任を有する公私の法人の出納管理を規制する新法案を提案した。

同法案は、職業大学をその対象として含んでいる。職業大学に対する主な条件は、次の通

りである。 

 

・ 出納管理は、財務省の当座預金にアウトソーシングしなければならない（これは、

この口座での１日毎の決済を意味する。）。 

・ 職業大学は、（比較的好条件で）財務省から資金を借り入れるオプションを有す

る。 

 

 財務大臣がこの法案を導入する理由は、職業大学がより良い金利を得ることができるこ

とである。国全体はずっと低いコストで借金できるので、金利が低くなるのである。しか

し、同法案の含意は、職業大学の政府への依存度が高まることである。また、ある程度は、

公的な業務と私的な業務の区分をも意味する。この区分は、いつでも適用可能というわけ

ではない。財務省からの借入れはオプションであって、比較的安いコストで済むので、業

務の公私区分は重要ではない。 

 

 長期的には、同法案は、職業大学の外的コントロールに影響するかもしれない。国家は、

投資リスクゆえに、投資計画に関心を持つようになるかもしれない。財務大臣は、職業大

学セクター全体及び個々の大学の資金フローや流動性を一望できるようになる。 
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 職業大学保証基金財団（Stichting Waarborgfonds HBO）と職業大学財務保安財団（Stichting 

Vangnet HBO）の働き方と影響は変化することになる。職業大学保証基金財団は、再融資

運用及びセクターに残るリスクに対し、抵当保証を提供しなければならない。職業大学財

務保安財団は、おそらく、大学の財務の変化とリスクに関する格付け機関へと発展してい

くことになろう。政府による出納のために中央財務機構（CFI）の責任及び権限が変化す

るとは予想されていない。CFI は、政府による出納ではなく、政府による資金供給に多か

れ少なかれ責任を持っている。 

 

高等教育における不正行為の非難 

2001年、６つの職業大学が学生の学籍登録について不正行為があったと非難された。たい

ていの場合、不正行為は、フランチャイズ運営について発見された。 

 

同年、不正行為の発見に先立って、職業大学協会（HBO-Raad）は、フランチャイズに関

する倫理規程を作成していた。同規程は、職業大学の教育プログラムは、次の条件を充た

すときに、国庫資金供給の対象となる旨規定している。 

 

・ 学生が教育プログラム本体を履修している。 

・ 学生が当該大学と明確で直接的な関係を有している。 

・ 教育の質の水準維持について当該大学自身が完全に責任を持っている 

 

 同年、同規程の制定後に発見された不正行為は、同規程以前の日付のフランチャイズ提

携に関するものであった。その後（2002年初頭）、教育大臣は、高等教育全体における学生

の学籍登録に関する全面的調査に取り組むことを決定した。その後、相当数の不正行為の

シグナルが見つかった。実際の予算に対するインパクトはかなり限られた（全体の１％未

満の）ものではあったが。ブルー・リボン委員会は、2002年末までに報告を行うことになっ

ている。 

 

 職業大学を取り巻く環境変化が、よりテーラーメードの教育プログラムを必要とし、そ

れが大学と第三者の間の公私協力の増大という結果をもたらしたため、フランチャイズ提

携の人気が高まった。これによって、教育計画の実施のための追加的な協定が必要となっ

た。 

 

 不正行為に関する詳細な論議によって、資金配分システムが大学の日常的運営の変化に

適合する形で変化してきていないことが示された。ブルー･リボン委員会の中間報告は、資

金配分システムがより透明性の高いものとなり、明確な目的を設定すべきことをかなり

はっきりと述べた。
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職業大学のための現行資金配分システムの調整に関する中間勧告は、以下の通り。 

・ 国庫資金供給の対象となる学生と対象とならない学生の違いに関し、明確な解説を行

うこと。 

・ 高等教育における公私協力の評価方法と国庫資金の支出に関する明確な見解を提供す

ること。 

・ 外的コントロールの有効性と範囲を解説すること。 

・ 国庫資金供給と大学のパフォーマンスの向上の関係にもっと重点が置かれることを明

確にすること。 

 

新しい政府計画 

高等教育向けの国庫資金供給の相対的な減少は、2002年夏の連立与党の協定に示された

オランダ新政府の計画を見る限り、今後も継続する見込みである。職業大学協会

（HBO-Raad）及び研究大学協会（VSNU）によれば、連立協定は、社会における知識の重

要性に何ら注意を払っていない。研究大学と職業大学は、連立協定における知識経済とイ

ノベーションに関するビジョンの欠如について、深刻な懸念を抱いている。知識の開発と

分配は、強い経済の背後の原動力である。医療と社会保障の社会的隘路を解決するために

は、イノベーティブな解決法が必須である。 

 

 前教育大臣は、後任の新大臣に対し、以下のチャレンジに関する助言を行った。 

 

・ 未解決の教員不足。前年の政策は、初等中等教育における教員不足の緩和と「教

員」の職業イメージの改善に向けられていた。しかし、その効果は、問題解決に

は十分ではなかった。教員不足は、教育の質を危うくするであろう。 

・ 看護士教育プログラムへの入学者の減少。職業大学と大学病院は、より多くの学

生を惹き付けるため、新しい課程の構造を編成しようとしている。 

・ 連立協定において、連立与党は、特に医学教育に関しては、徐々に高等教育の収

容力を増大させることに合意した。この収容力の増大は、学生定員の撤廃に帰結

することになる。医学教育プログラム一つ当りの学生数を増やすことによって、

高等教育は、医療における深刻なウェイティング・リスト問題の解決に貢献する

ことができるようになる。 

・ 芸術教育に対する国庫資金供給。教育大臣は、演劇、ダンス、音楽及び美術の課

程向けの特定の資金供給を変更することを決定した。 

 

 本章においては、オランダの高等教育政策の文脈が論じられた。それによって、高等教

育に対する国庫資金供給については、減少する政府予算しか利用可能でないことが示され
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た。新保守政権は、経済の後退に関し、この政策を変更しないであろう。これらの方策が

教育の質に対してもたらす帰結は、未だ完全には明らかでない。職業大学協会（HBO-Raad）

及び研究大学協会（VSNU）のような関係者は、楽観していない。 

 

 次章においては、高等教育における内的及び外的なコントロール・メカニズムに関し、

解説が行われる。 

 

表４ 教員不足の推計 2002年～2006年 
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第３章 政策手段の描写 

 

 本章は、高等教育セクターにおける政策手段に焦点を当てる。まずはマネジメント・ア

プローチの描写から始める。次に、セクター全体の調整と内的及び外的なコントロール・

システムを概観する。最後に、アクレディテーション・プロセスを解説する。 

 

第１節 マネジメント・アプローチ 

大学は、法律によって登録される。焦点は以下の点に置かれる。 

 

質 

独立したアクレディテーション・パネルが、一定のあらかじめ定められた枠組みに基づ

き、提供される教育プログラムの質をレビューする。アクレディテーション・パネルは、

国立アクレディテーション機構（NAO）に報告する。NAO は、アクレディテーションを与

えるか、与えないかの決定を行う。アクレディテーションが差し控えられた場合、教育大

臣は、国庫資金供給を取り消すことができる。外的な質監査は、かなりの程度、内的な質

保証メカニズムに依拠している。パネルは、特定の教育プログラムについて当該大学によっ

て設定された目標をレビューし、内的な質保証システムの有効性や成果を評価する。 

 

効率 

 効率は、主として国庫資金の支出に関連付けられる。効率は、年度予算と執行を比較す

ることによって監視される。この監視業務は、当該大学の監督委員会の責務の一つである。 

 

進学機会 

 高等教育は、適切な中等学校修了資格を有する者なら、誰にでも進学可能であるべきで

ある。これは、（国全体に）十分な収容力が存在し、移民や難民などのマイノリティー集団

にも利用可能であるべきであることを意味する。大学間の競争という観点からは、より多

くの学生を入学させるための不断の競争がある。 

 

個々の大学の組織内の責任の配分は、指令的にもなり得るし、分権的にもなり得る。指

令的アプローチを採るか、分権的アプローチを採るかは、当該大学の学生数に左右される。 

 

第２節 高等教育セクター全体の調整 

 内的及び外的なコントロールのシステムについて解説する前に、セクター全体の調整に

いくらか注意を払いたい。大学の行為と監視の仕組みについては、最終的には各大学自身

が責任を負うが、大学は助言機関によって支援されている。以下の通り、職業大学、研究

大学それぞれに対して、別々の助言機関がある。 
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・ 職業大学協会（HBO-Raad）は、学生数に関しては、オランダの高等教育の４分

の３をカバーする。同協会は、職業大学にとって主たる対話者である。政府に対

してだけではなく、国会議員、雇用者団体及び労働組合に対しても。職業大学協

会は、職業大学を代表して、雇用条件の団体交渉を行う。しかし、同協会は、資

金配分に対してはいかなる責任も負わない。ファンディング・カウンシルは存在

せず、オランダ政府は、一般的な資金供給メカニズムに基づき、直接、大学に対

して資金を配分する（第１章第３節「資金供給」参照）。 

・ 研究大学協会（VSNU）は、政治、政府及び社会的諸機関に対し、オランダの研

究大学の利益を代弁する。同協会は、また、雇用者団体でもあり、大学（群）に

対する支援活動を展開する。さらには、同協会は、研究大学の質保証システムを

構築している。 

 

これらの協会は、その政策、倫理規程及び事業によって、大学を支援する。例えば、ア

ウトソーシングやフランチャイズ提携に関するものは、その例である。 

 

大学のグッド・プラクティスを示すベンチマーク調査がある。ベンチマーク調査の多く

は、職業大学協会や研究大学協会のような支援機関によって、あるいはその責任の下に、

実施される。中央財務機構（Cfi）2も、主として年度会計に基づいて、大学間の比較を行う。

原価計算と資金配分システムにおける相違のため、大学の活動の原価計算は依然として問

題を孕んでいる。財務指標のみならず非財務指標も使って大学を評価する傾向がある。特

に職業大学の間では、バランスト・スコアカードのような方法が人気を獲得しつつある。 

 

第３節 内的コントロール・システム 

図４ 内的コントロール・システム 

 

                                

2 中央財務機構（Cfi）は、教育・文化・科学省の下で業務を行う。 
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 大学経営陣によって実施される内的コントロール・システムの一部として、計画・コン

トロール・システムがある。各大学は、財政のポリシーやリスクを含む自身のポリシーに

責任を負う。分権的構造を採る場合、大学は、予算の責任を学部ごとに組織化する。計画

及びコントロールのシステムは、以下の要素から成る総体である。 

 

・ 年度予算 

・ 年次報告 

・ 投資（及び回収）計画 

・ 鍵となる財務指標に関する継続的な変化予測（職業大学の場合は職業大学財務保

安財団に報告） 

 

 各学科は、教育及びそれに対応する財政の計画を単年度又は複数年度にわたって策定す

る。各学科は、ポートフォリオとして取り扱われる。 

 

 職業大学の監督委員会は、オランダの会社の非執行役員会のような内的コントロール機

能を果たす（第１章第４節「ガバナンスとマネジメントの仕組み」参照）。アングロサクソ

ン諸国の会社と異なり、オランダの会社は、二元的システムを採っている。執行役員会と

非執行役員会が区別され、後者は監督機能を有する。職業大学の監督委員会は、（執行）役

員会を監視し、助言することによって、大学の利益に奉仕する。監督委員会のメンバーは、

現会員による新会員選出方式によって選任されてきている。1997年に、職業大学の調査が

グラス委員会という特別委員会（英国のノラン委員会に比肩し得る）によって行われた。

この委員会は、ピーターズ委員会がオランダの証券会社を対象に行ったような企業統治項

目を調査した。同委員会は、職業大学に対して、監督委員会のメンバー構成を含むいくつ

かの勧告を行った。監督委員会の全構成員は、大学に関する一機関として、その責務の達

成に共同責任を負う。 

 

 それに加えて、同委員会は、以下の責務及び権限を有する。 

 

・ （執行）役員会のメンバーの任命、労働条件の決定、停職及び解職 

・ 監督委員会のメンバーの報酬の決定、停職及び解職 

・ 役員会や監督委員会の構成が適切なものとなるよう監視すること 

・ 年次報告を決定すること 

・ すべての主要（戦略的）な決定を承認すること 

・ 大学と役員の間で紛争がある場合に大学を代表すること 

 

 グラス委員会によると、監督委員会は、透明性があって、独立していて、十分な専門性
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を有すべきとされている。透明性は、内的な監督と外的な監督の間に明確な差異を設ける

ためである。独立性は、利益相反があってはならないためである。十分な専門性は、例え

ば提供する教育プログラムの分野構成を評価することができるようにするためである。 

 

グラス委員会によって行われた勧告のうち最も重要なものは、以下の通りである。 

１）教育大臣は、その責務をより明確化すべきである。 

２）監督委員会によって設定された評価基準は、年次報告において報告されるべきである。

目的・目標の達成度及び成果の改善策に関し、情報提供が行われるべきである。 

３）職業大学は、役員会の責任と監督委員会の責任の差異を明確化すべきである。監督委

員会は、もっと会社の非執行役員会にようになるべきである。すなわち、 

・ 監督委員会は、進学機会、質保証及び有効性に関する政策形成において指針を示す役

割を果たすべきである。 

・ 監督委員会は、以下の事項に関与すべきである。役員会メンバーの任命、労働条件の

決定、停職及び解職の過程。監督委員会メンバーの任命、報酬の決定及び停職の過程。

役員会及び監督委員会の適切な構成に関する勧告。年次報告の決定及び影響の大きい重

要決定の承認。 

 

 職業大学には、学生と被用者から成る諮問協議会もある。これは、アングロサクソン諸

国における「労使協議会」に相当する。現在に至るまで、諮問協議会の責任は、明確に定

義されていない。これについて議論は続いている。最もありそうな結末は、諮問協議会が

職業大学に対して大規模な証券会社におけるのと同様の地位を得ることである。さらに、

グラス委員会は、役員会と諮問協議会の間の紛争に対する法的手続きを提案している。そ

のような状況においては、企業会議所が決定を下すべきというものである。 

 

第４節 外的コントロール 

 高等教育における外的監督に関する諸関係は、図５に示す通りである。同図は、職業大

学に対しても、研究大学に対しても、ほとんど同じである。研究大学の場合、職業大学財

務保安財団（Stichting Vangnet HBO）と職業大学保証基金財団（Stichting Waarborgfonds 

HBO）がないのが、唯一の相違点である。以下、同図中の諸機関についてより詳細に論じ

る。 

 

 オランダ議会は、教育大臣の政策を監督し、会計検査院によって情報提供を受ける。 

 

 教育省（及び農業省）の監督は、教育の質、有効性及び進学機会の３要素に集中して行

われる（第１節「マネジメント・アプローチ」参照）。 
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 教育・文化・科学省の事業実施機関の一つとして中央財務機構（Cfi）がある。この機関

は、教育・研究分野で活動する大学への国庫資金供給の現金流出入に責任を負う。 

 

図５ 外的コントロール 

 

 

 オランダにおいては、職業大学は、内的及び外的な質保証システムを有する（「質」参照）。

教育の質は、外的で独立した視察パネルによって定期的に評価される。これらの評価は、

職業大学によって定式化された枠組みに基づいている。国立アクレディテーション機構

（NAO）及び大学の内的質保証システムに加え、高等教育視学局が高等教育におけるこの

プロセスを監督する。同局は、教育省内部の独立機関である。視学は、一般に、大学と NAO

が質保証と質管理に意味付けを行う方法を評価する。 

 

 研究大学は、視察パネルのほかに、自前の質保証システムを有している。その質保証シ

ステムは、新たな大学の研究プログラムの学問的な質の体系的な評価である。その質保証

システムの一部は、自己研究である。この自己研究は、大学の研究プログラムの内的評価

の内省であり、視察に先立って実施される。 

 

 経済大臣は、現在、市場の領域と公的領域の中間領域に関する法典を創出する新法を起

草中である。この法典に基づき、内的コントロールのための一律の方策が定式化されるか

もしれない。この法典による定式化は、最初の第一歩となろう。オランダの研究大学は、

研究大学協会（VSNU）として一体となって、このプロセスを既に開始している。会計検

査院の責務の一つは、公的セクターにおける独立したコントロールの定式化を提案するこ
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とである。例えば、新しい資金配分システムを踏まえ、会計検査院は、使用された資金と

実現された業績との間の明確な関係の提示に注意を払うよう促している。 

 

 職業大学財務保安財団（Stichting Vangnet HBO）は、職業大学の財務的側面、特に継続

性を評価する。同財団は、長期的な財務状況が懸念を感じさせる場合、役員会にこのこと

を知らせる。懸念の原因がより長期間継続する場合、（当該大学の黙認の下で）教育大臣に

も知らせることができる。その他のすべての場合においては、同財団と大学の間の情報交

換は、両者間の機密として取り扱われる。 

 同財団の機能と活動に関するより詳細な情報は、次章を参照されたい。 

 

 職業大学保証基金財団（Stichting Waarborgfonds HBO）は、職業大学が不動産の財源調

達のために借り入れる貸付金の質を監視する。同財団は、不動産を職業大学へ承継すると

の決定に伴い、1993年に設立された。この財団によって付与される保証は、この承継の財

源調達の必要条件であった。毎年、同財団は、保証を付与した職業大学の経常予算と年次

報告を評価する。必要ならば、同財団は、役員会に連絡を取る。最悪の場合、教育大臣に

連絡を取る。出納管理及び投資的資金供給に関する国の役割の変化のゆえに、この機関の

地位は、近い将来に変わるかもしれない（「政府による出納」参照）。 

 

 年度末の財務諸表及び場合によっては毎年度更新される４年間の財務予測の監査のため、

職業大学は監事を任命する。監事は、政府によって設定された職業大学に対する個別の要

求を知っている。オランダの商法に従った特別のガイドラインが財務コントロールに適用

される。教育・文化・科学省は、また、年度会計その他の調査を監査するため、自前の監

事を有する（「高等教育における不正行為の非難」参照）。 

 

第５節 アクレディテーション 

 HOOP（高等教育白書・中期計画）及び教育審議会の勧告において、教育の質に対して

特別な注意が払われている。そして、対応する諸法が可決・成立した。今年度以降、定期

的に、アクレディテーション・パネルが新規及び既存の教育プログラムの質をレビューす

る。評価は、質の最低水準に基づいて行われ、現在の国際的な水準、職業大学及び研究大

学それぞれのセクターの資格、並びに学士・修士のレベルの違いを考慮に入れる。この評

価は、部分的には自己研究レポートに基づき、提供された教育の質について関係者、すな

わち教員、（助）教授及び学生と議論することによって行われる。評価結果は、国立アクレ

ディテーション機構（NAO）に報告される。 

 

 アクレディテーションは、事前又は事後に行われる。 
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・ 事前アクレディテーションは、新しい教育の課程を開始する場合向けである。こ

れらの課程は、提供する大学のこれまでの教育分野のポートフォリオにない分野

でも構わない。事前アクレディテーションの帰結は、課程の修業年限プラス１年

の間の条件付アクレディテーションである。条件付アクレディテーションは、自

動的には国庫資金供給に結び付かない。 

・ 事後アクレディテーションは、すべての高等教育の課程に係るものである。あら

ゆる高等教育の課程は、定期的（６年ごと）に評価される。評価結果によっては、

アクレディテーションが維持されるかどうかが問題とされる場合もあり得る。 

 

アクレディテーションの継続は、国庫資金供給（及び付随する権利）が維持されること

を意味する。新しい課程が政府によって資金供給されるか否かは、アクレディテーション

の決定と直接の関係はない。教育大臣が国庫資金供給に関する決定を行う。 

 

 本章は、職業大学並びに研究大学に及ぼす内的及び外的な影響のうち、最も重要なもの

について叙述した。次章は、職業大学セクターの外的コントロール・システムに焦点を当

てる。 
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第４章 財政的存続可能性の確保に関する分析－政策手段の有効性の評価 

 

 これまでの諸章において、オランダの高等職業教育について叙述が行われた。高等教育

の制度的位置付け、外的・内的関係者によるコントロールと監視、財務状況及び政治的文

脈について述べた。本章においては、オランダの高等職業教育で使用されている政策手段

の有効性を評価する。まずは職業大学財務保安財団（Stichting Vangnet HBO）の背景から

始め、次いで職業大学の財務状況を監視するために実施されたシステムに焦点を当てる。

最後に同財団の仕組みと教育省（農業省）に焦点を当てる。これは、職業大学と政治の関

係に焦点を当てるためである。 

 

第１節 職業大学財務保安財団（Stichting Vangnet HBO）の背景 

 1997年、職業大学は、早期警告システムを実施し、このシステムを維持するための独立

した財団として職業大学財務保安財団（Stichting Vangnet HBO）を設立した。この監視財

団を創設した主な理由は、失業手当の支出増大によって引き起こされた財務上のリスクの

増大であった。職業大学は、債務不履行の危機は抑止されるべきと考えた。それは、名声

のリスクのためのみならず、債務不履行の損害は、職業大学セクター全体へと付けが戻っ

てくる可能性が高いためであった。同財団と教育省は、同財団に関する相互の責任につい

て述べた協定を締結した。無用な干渉を避けるためには、教育省、職業大学保証基金財団

（Stichting Waarborgfonds HBO）及び職業大学財務保安財団（Stichting Vangnet HBO）の活

動を微調整することが非常に重要であることが明らかとなった。財務保安財団は、職業大

学を対象とし、研究大学は対象としない。研究大学は、将来の財政状況に関する問題を予

測する自前の内的方法を備えている。 

 

 職業大学財務保安財団は、格付け機関に相当する外的な監督機関と見ることができる（第

３章第３節「内的コントロール・システム」参照）。これは、まずは大学の役員会が各大学

の政策に責任を負うことを意味する。役員会は、当該大学の財政状況が必要とする場合、

適切な方策を講じ、職業大学財務保安財団に追加的な情報を提供するよう期待されている。

次に職業大学財務保安財団が是正措置を取る大学を支援する。単年度又は複数年度におい

て深刻又は脅威的な流動性の不足が生じた場合、そして当該大学が自前の資産によってこ

の問題を解決するに十分な資本を有しない場合には、当該大学は、存続の危機にさらされ

得る。 

 

第２節 早期警告システム 

 早期警告システム（EWS）は、職業大学の財務の推移を監視するための情報システムで

あり、予防的な方策又は手段の複合体である。同システムの目的は、大学によって提供さ

れる年度ごとの情報に基づき、可能な限り早期にリスクと機会を見つけることである。大
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学から提供される情報セットは、以下のものから成る。 

 

・ 貸借対照表情報 

・ 現金流出入予測 

・ 収入計算書 

・ 向こう３年間の財務予測 

 

 財務状況を評価する際、早期警告システムは、垂直及び水平両方の分析を行う。垂直分

析においては、定められた時に、業績指標の数値が定められた標準数値と比較される。同

分析は、職業大学セクター全体で行われ、大学間の相互比較が行われる。水平分析におい

ては、業績指標の数値の推移が監視される。当該業績指標は肯定的な趨勢を示しているか、

それとも否定的な趨勢を示しているか、という具合に。各大学の相対的位置を判断するた

めに、類似した職業大学を比較することができる。 

 図６は、情報セットの内容のみならず職業大学を分析・評価する方法をも示す。 

 

図６ 職業大学財務保安財団の仕組み 
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一般に早期警告システムは、以下の目的のために使われる。 

・ 関連する事項について（業績指標の形で）可能な限り早期に感知し、分析すること。 

・ 関連する事項の予想される推移において異変（標準からの逸脱）が起こった場合、同

システムのユーザーに具体的な情報を提供すること。 

・ ユーザーに対し、リスクを軽減するための適切な措置や方策を講じるのに十分な時間

を与えること。 

 

 量的分析に基づき、職業大学財務保安財団は、いくつかの指標を決定する。大学間比較

を行うため、以下の補正が時には必要となる。 

 

１）大学が授業料の登録について現金主義を採る場合、授業料の１２分の８を自己資本か

ら差し引くことによって調整する。なぜなら、これは費用収益対応原則に反するからであ

る。この調整を行うことによって、収益費用体系への結び付きが実現される。少数の職業

大学だけが現金主義システムを使っている。 

２）貸借対照表上の固定資産が医療その他の雇用給付の将来の給付債務を含む場合、職業

大学財務保安財団は、自己資本からこの額を差し引くことによって調整する。継続企業の

前提と矛盾するからである。ある職業大学を清算する場合、職業大学セクター全体が対応

する債務の支払いを余儀なくされる。当該大学が活動している限り、何ら支払いは生じな

い。この額が支払予定費目として記載されている場合、分析においては調整されるべきで

ある。というのは、経済の現実に適合しないからである。 

３）入力の標準化すなわち情報の集束化。 

 

 職業大学財務保安財団によって使用される主な業績指標は、自己資本比率、経常利益率

及び流動性である。同財団は、職業大学の財務状況を評価するため、これらの指標の判定

基準をガイドライン形式で定めている。 

 

 職業大学財務保安財団によって使用される業績指標は、以下の通りである。 

 

自己資本比率 

算出式： 自己資本比率＝自己資本÷総資産×100% 

 

 この指標で要求される最低水準は、大学ごとのリスクによって決まる。起こり得る失敗

に備えるため、リスクが大きいほど、より多くの自己資本が要求される。職業大学財務保

安財団は、自己資本比率の最低限度を20%と設定している。 
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経常利益率 

算出式： 経常利益率＝経常利益÷売上高 

      税引前当期利益率＝（経常利益＋特別利益－特別損失）÷売上高 

 

 自己資本比率及び流動性が十分であれば、理論上、経常利益率は、正の値を取れば十分

となる。一般に、経常利益率が負の値を取ると、自己資本の減少に帰結し、自己資本比率

や流動性の状況悪化につながる。 

 

流動性 

 職業大学の流動性の状況は、年度末のフリーキャッシュフローによって決まる。フリー

キャッシュフローのバランスは、キャッシュフロー計算書から得られ、同計算書は以下の

種別のキャッシュフローを区分する。 

・ 営業活動キャッシュフロー 

・ 投資活動キャッシュフロー 

・ 利益処分 

・ 財務活動キャッシュフロー 

 

 流動性は、貸借対照表の情報からも得られる。 

 

 算出式： 流動比率＝流動資産÷流動負債 

       当座比率＝（流動資産－棚卸資産）÷流動負債 

 

 職業大学には、棚卸資産はないので、流動比率と当座比率は等しくなる。健全な財務の

場合、当座比率は１を上回り、流動負債は流動資産から弁済できる。 

 

 これら財務情報に加え、職業大学財務保安財団は、以下のような質的情報にも注意を払

う。 

・ 財務予測の原理 

・ 使用されている会計原則 

・ 財務予測から帰結するリスク 

・ 描写されているシナリオ（計画） 

・ 計画及びコントロールのサイクル 

 

第３節 警報の諸段階 

 上記の量的及び質的な分析の結果として、職業大学財務保安財団は、職業大学の財務状

況を以下の諸段階に分類して警報を発する。 
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① ゴーイングコンサーン（継続企業） 

  「ゴーイングコンサーン」あるいは警報なしは、流動比率及び自己資本比率から見て、

予測期間の範囲内では大学の存続に関する深刻な問題を予想する理由は何もないことを

意味する。 

 

② 注意／危険 

  「注意」の段階は、直ちに存続に関わるリスクではないが、必要に応じ、是正措置を

講じるため、警報を発するものである。 

 

③ 再編／非常警報 

  「再編」段階は、大学の存続を保証するため、財務状況の再編を必要とする。 

 

 職業大学財務保安財団は、職業大学に対して分析結果を警報の段階に応じて文書又は対

面で知らせる。警報の段階は、書簡で知らされる。説明を求める質問が多く行われ、取ら

れた措置や決定は記録され、必要に応じ助言が与えられる。 

 

 高度の又は最高度の警報の場合、職業大学財務保安財団は、役員会に連絡を取り、財務

上の問題及び可能な解決策について議論する。もし役員会が適切に対処しなければ、職業

大学財務保安財団は、監督委員会に知らせる。 

 

 向こう４年間の財務予測の最初のバージョンは、しばしば、いかなる政策転換をも伴わ

ない予測となる。将来に関する異なるシナリオに基づき、将来必要なポリシーについて議

論することができる。これは、最悪のケースのシナリオのみならず中間的なシナリオをも

意味する。 

 

 再編段階とされた職業大学について教育大臣に知らせる仕組みは、教育大臣と職業大学

財務保安財団の契約に規定されている。同大臣は、大学と職業大学財務保安財団の間のプ

ロセスには干渉しないこととされている。そのプロセスが満足のいく解決策に至らず終了

した場合については、その処理方法に関する明確なガイドラインがある。このプロセスに

ついては、次節においてより多くの注意が払われる。 

 

 職業大学財務保安財団は、職業大学がついに再編することになった場合に要する財政措

置を行うため、限られた予算額を有している。 

 

第４節 政治、職業大学及び職業大学財務保安財団の相互関係 

 職業大学財務保安財団の創設までは、財政問題を抱えた職業大学は、政府に財政支援を
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要請することによって、解決を図っていた。政府もまた、この地域別のロビーによってじゃ

まされていた。ロビー活動の結果としてある職業大学が追加資金を受け取る場合、その他

の職業大学のための予算の減少を引き起こす結果となった。すなわち、職業大学セクター

全体の予算を犠牲にして特定の大学を助けることができたのである。職業大学財務保安財

団の設立によって、政府と高等教育セクターの間の干渉は減少している。 

 

 職業大学と教育大臣の間のこの比較的広い間隙の利点は、次の通りである。 

 

・ 職業大学は、自分の問題を処理しなければならない。 

・ 教育大臣は、特定の職業大学の利益になるが、職業大学セクター全体の利益には

ならないようなやり方で干渉することはない。 

・ 教育大臣は、個別の職業大学の（財政）問題に（あまりに）多くの時間を費やす

必要がない。 

 

 ある職業大学が財政問題を抱えている、あるいは財政問題が予想される場合、当該大学

は、まず職業大学財務保安財団とやり取りしなければならない。 

 

 職業大学と職業大学財務保安財団が満足のいく解決策に至らない、あるいは見出された

解決策が満足のいく改善を財政状況にもたらさなかった場合、大臣に助言する独立顧問が

干渉することになる。 

 

 独立顧問は、当該大学の存続を可能にする提案を行うよう命じられる。独立顧問の職務

の一部は、当該職業大学が自身の提案を受け入れる意思があるかどうか、また、どのよう

な条件の下に受け入れる意思があるか、見出すことである。 

 

 独立顧問による提案は、最初に職業大学財務保安財団へ提示され、同財団のコメントが

求められる。その後、同財団のコメントを考慮に入れつつ、教育大臣が決定を行う。財政

状況を改善するために職業大学財務保安財団によって提案された解決策に当該職業大学が

同意しないことも可能である。その場合、当該職業大学は、反対の通告を提出することが

できる。職業大学財務保安財団による新たな決定が更なるコメントに帰結しなくても、同

財団は教育大臣及び当該職業大学の両方に通知する。 

 

第５節 職業大学財務保安財団の業績評価 

 職業大学財務保安財団の評価が2003年に行われるべく計画されている。この評価によっ

て、同財団の職業大学に対する付加価値に関する洞察が得られるであろう。我々は、1998年

以来、職業大学財務保安財団にとって、早期警告システムが財政問題を指摘し、防止する
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上で重要な役割を果たしてきていることに気付いている。 

 

 まず職業大学の役員会が早期警告システムに積極的に関与している。そして、それは、

向こう４年間の財務予測を行わなければならないからだけではない。 

 

 第二に、早期警告システムの適用は、以下の事項に積極的な貢献を行ってきている。 

 

・ 職業大学における学習効果 

・ （より良い）計画及びコントロールのシステム 

・ 反応的ではなくより積極的な行動が職業大学に早期の段階で財政問題のシグナ

ルを発する能力を与えていること 

・ 財政問題が現実の財政危機になる前に、職業大学が問題を自身で、あるいは他者

の助力を得ながら、解決する能力 

 

 本章では、オランダにおける職業大学の存続を保証するために職業大学財務保安財団が

設立されたことを見てきた。これらの任務を達成するため、同財団は、早期警告システム

を開始した。同財団は、深刻な財政問題のある大学に対し、財政支援を提供する機会をも

有する。おそらく職業大学財務保安財団が実現した最も重要な利益は、教育大臣に対して

全職業大学が一つのグループとして行動していることであろう。その上、職業大学の業績

評価及び職業大学財務保安財団によって提案される解決策が、以前よりも客観的に定めら

れており、財政問題が職業大学セクター全体に影響する前に解決できる。 
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第５章 強みと弱み及び機会とリスクの分析 

 

 この報告書の初めの数章では、オランダの高等職業教育の位置付けについて述べた。前

章は、職業大学の財政的な存続可能性を確保するための手段の実際的価値の分析及び政策

手段の有効性の分析を提示した。本章では、高等職業教育セクターの SWOT 分析、すなわ

ち、強み(strengths)と弱み(weaknesses)及び機会(opportunities)と脅威(threats)の分析が提

供される。問題は、職業大学が質と効率に関する自らの位置を高めることができる条件を

いかにして創り出すかである。 

 

第１節 強み 

 職業大学と研究大学は、より自律的な機関になった。この自律性の増大は、より多くの

責任とより多くの運営リスクに帰結した。これらの副作用は、質、効率及び進学機会の諸

側面を監視するための内的及び外的なコントロールのためのより多くの手段の実施に帰結

した。職業大学財務保安財団は、職業大学の支払い不能のリスクを減じるために重要な役

割を果たしている。 

 

 もう一つの強みは、こうした監視活動が職業大学の計画及びコントロールのシステムの

実施を改善した事実である。大学は、ますます営利事業のように運営されている。研究大

学は、それ自身の計画及びコントロールのシステムを実施した。 

 

第２節 弱み 

 オランダの教育システムの強みとして言及した大学の独立性は、また、弱みでもある。

健全な財務状況を実現するため、大学は、主として国庫資金に頼っている。第一に、研究

又は請負活動によって（外部）資金を得る大学の能力が小さいほど、この依存度は増大す

る。 

 

 第二に、大学は、国庫資金供給に関する将来の諸規制及び期待し得る国庫資金の額につ

いての不確実性に直面している。これらの規制が十分に明瞭でないという事実が、大学が

（長期的な）財務予測をまとめることを困難にしている。 

 

 第三に、大学は、収入を増やす機会が限定されている。というのは、価格競争あるいは

価格の差別化が可能でないからである。例えば、職業大学は、利益の得られない中等教員

養成及び技術教育プログラムを提供している。一方では、これらの教育プログラムは、こ

れらの職業大学のカリキュラムの一部である。というのは、これらの大学は、幅広い（あ

るいはすべての）範囲の教育プログラムを提供することを自身の公的な責任と考えている

からである。他方では、教育省が大学に対して特定の教育プログラムを提供するよう義務
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付けている。しかし、明確な価格メカニズムがないため、教育省は、これに対して十分な

財政支援を行っていない。 

 

 最後に、教育大臣と農業大臣の間の責任の分割もまた、弱みと見ることができる。農業

大臣は、農業関係の教育プログラムに責任を有している。教育大臣は、その他のすべての

教育プログラムに責任を有している。大臣レベルにおけるこの構造は、非効率と明快さの

欠如に帰結している。さらには、専門性と経験が最適に分配されない。 

 

第３節 機会 

 労働市場の発展は、高等教育にとって重要な機会である。オランダ経済の国際化の増大

は、教育プログラムの国際比較及び国際認定を要求している。学士・修士構造の導入は、

国際標準に関する合意を可能にしている。 

 

 高等教育を受けた人々の不足及び知識経済は、高等教育がより多くの学生を惹き付ける

ためにより積極的な態度を取ることを必要としている。この目標を実現するために利用可

能な手段は、デュアルあるいはサンドイッチ・プログラム及び学士・修士構造である。そ

の上、職業大学は、リスク・コントロールの手段についての経験を獲得した。だから、規

則や規制の削減が可能となり、より需要によってコントロールされるシステムへ向かうこ

とが可能となっている。 

 

第４節 脅威 

 現在の政府の計画において提案されている予算削減のため、高等教育向けの国庫資金の

額は減少する。さらには、国庫資金の額の基準は変化する。 

 

 追加的な方策として、求められる教育の質を提供するために必要な予算を維持するため、

政府から借入を行うことを余儀なくされている。しかし、この形態の政府による出納は、

大学の政府に対する依存度を高めるかもしれない。政府は、比較的堅実な財政状況にある

公的セクターの貸付金を拒んだり、削減したりすることによって、大学の意思決定に影響

を与えることを望むかもしれない。 

 

 職業大学は、代替的な財源を利用する権限を欠いている。提供する教育プログラムや価

格に関する職業大学間の競争に照らし、このことは、肯定的な要素ではない。しかし、市

場の自由化（例えば学士・修士構造の導入）によっても、競争は増大する。オランダの大

学は、競争に耐え、これらの展開から利益を得るために、正しい答をまとめなければなら

ないだろう。 
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 上述の強みと弱み及び機会と脅威は、表５の通り要約される。 

 

表５ SWOT 分析 

 

 

 提案された政府貯蓄（政府による出納）及び国庫資金供給の新システムは、大学の自律

的地位に変化を引き起こすかもしれない。大学は、利用可能な財源の減少を部分的に埋め

合わせるため、政府による出納の機会を提供される。しかし、政府による出納活動は、大

学による意思決定に対する政府の影響力を増す可能性がある。 

 

 市場の発展は、機会と脅威の両方を提供する。学士・修士構造の導入によって実現され

る教育プログラムの国際化、知識経済及び高等教育を受けた人々に対する需要の増大は、

機会である。他方、高等職業教育市場は、市場の力を利用することができない。提供され

る教育プログラムに基づく競争は増大するが、職業大学は、価格の差別化によってこれに

応える余地がないのである。このことは、脅威と見ることができる。 

 

 いかに質と効率の増大を実現する条件を創り出すかという問題に対する解答は、提供さ

れる教育プログラムがもっと市場の需要によって決まるシステムを採用することである。
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この場合、市場の需要は、学生又は企業のニーズによって生み出すことができる。とりわ

け教育プログラムの大掛かりな差別化の場合がそうである。しかし、この解決策を採ると、

次のように、他の利益に否定的な影響を及ぼすかもしれない。 

・ 職業大学は、競争可能になるべきである。 

・ 学生は、提供される教育プログラムの不足を経験するであろう。 

・ 例えば中等教員養成など、一部の教育プログラムには、追加的な資金が必要とな

ろう。 
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